
議案第４８号 

八幡浜市空家等対策の推進に関する条例の制定について 

標記条例を次のように制定する。 

  平成２９年６月６日提出 

八幡浜市長 大 城 一 郎 

 

記 

八幡浜市空家等対策の推進に関する条例 

目次 

 第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 八幡浜市空家等対策協議会（第６条－第９条） 

第３章 特定空家等に係る手続（第１０条－第１５条） 

 第４章 長屋空家等及び特定長屋空家等に係る手続（第１６条） 

 第５章 補則（第１７条－第１９条） 

 附則 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、空家等の適正管理及び有効活用に関し、市、所有者等及び

市民等の役割及び責務を明らかにするとともに、空家等対策の推進に関する特

別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）に定めるものの

ほか、空家等対策の推進に関し必要な事項を定めることにより、市民の良好な

住環境の保全及び安全で安心なまちづくりの推進に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定める

ところによる。 

⑴ 所有者等 空家等の所有者又は管理者をいう。 

⑵ 市民等 市民並びに市内で就労し、又は就学する者、自治会その他の地域

の活動及び地域の課題の解決に取り組む団体並びに市内で事業を営むもの

をいう。 

⑶ 長屋 一つの建築物に２以上の住戸があり、各世帯の使用する部分が独立
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し、各世帯間の往来が内部からは不可能であり、かつ、建築物の出入口から

住戸の玄関に至る階段、廊下などの共用部分がないものをいう。 

⑷ 共同住宅 一つの建築物に２以上の住戸があり、各世帯の使用する部分が

独立し、各世帯間の往来が内部からは不可能であり、かつ、建築物の出入口

から住戸の玄関に至る階段、廊下などの共用部分を有するものをいう。 

⑸ 空家等 建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用が

なされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定

着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管

理するものを除く。 

⑹ 特定空家等 空家等のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適

切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その

他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態に

あると認められるものをいう。 

⑺ 長屋空家等 長屋及び共同住宅の一部住戸又はこれらに附属する工作物

であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びそ

の敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。 

⑻ 特定長屋空家等 長屋空家等のうち、第６号に規定する状態にあると認め

られるものをいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、第１条の目的を達成するために空家台帳を整備するとともに、空

家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、空家等対策計画を策定

する。 

２ 市は、空家等の適切な管理を促進するため、所有者等に対し、情報の提供、

助言その他必要な援助を行うものとする。 

３ 市は、空家等の利活用を促進するため、所有者等に対し、情報を提供し必要

な支援を行うものとする。 

４ 市長は、市民等から管理不全な状態にあると推測される空家等に係る相談を

受けた場合には、速やかに調査を行い、状況の改善を図るため必要な対応を行

うものとする。 

（所有者等の責務） 
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第４条 所有者等は、所有又は管理する空家等を適正に維持管理しなければなら

ない。 

（市民等の役割） 

第５条 市民等は、空家等が地域に及ぼす影響を地域全体の課題として認識し、

市が空家等対策計画に基づき実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

   第２章 八幡浜市空家等対策協議会 

 （設置） 

第６条 法第７条第１項の規定に基づき、八幡浜市空家等対策協議会（以下「協

議会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第７条 協議会は、法第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並

びに実施に関する事項等の調査審議を行う。 

 （組織） 

第８条 協議会は、市長及び委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、法第７条第２項に規定する者のうちから、市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委任） 

第９条 この章に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会

が定める。 

   第３章 特定空家等に係る手続 

（特定空家等の認定） 

第１０条 市長は、空家等について調査を行った結果、当該空家等が第２条第６

号に掲げる状態に該当すると認められる場合は、特定空家等に認定する。 

２ 市長は、前項の規定により特定空家等に認定する場合は、あらかじめ、協議

会の意見を聴かなければならない。 

（指導、勧告及び命令） 

第１１条 市長は、特定空家等の所有者等に対し、周辺の生活環境の保全を図る

等のために必要な措置をとるよう、法第１４条第１項の規定に基づき助言又は

指導を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定
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空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に

対し、法第１４条第２項の規定に基づき勧告を行うものとする。 

３ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、当該

者に対し、法第１４条第３項の規定に基づき、相当の猶予期限を付けて、当該

勧告に係る措置をとることを命ずるものとする。 

（命令に係る事前手続等） 

第１２条 市長は、法第１４条第３項の規定により勧告に係る措置を命じようと

するときは、あらかじめ、協議会の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、法第１４条第３項の規定により勧告に係る措置を命じようとすると

きは、あらかじめ、当該措置を命じようとする者に対し、その命じようとする

措置の内容及びその理由並びに当該措置を講ずることに対する意見書（以下

「意見書」という。）の提出先及び提出期限を記載した文書（以下「通知書」

という。）を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書

及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えるものとする。 

３ 前項の規定による通知書の交付を受けた者は、当該交付を受けた日から５日

以内に、市長に対し、意見書の提出に代えて、公開による意見の聴取を行うこ

とを請求することができる。 

４ 市長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合は、前条第３項の

勧告に係る措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開によ

る意見の聴取を行うものとする。 

５ 市長は、前項の規定により意見の聴取を行おうとする場合は、前条第３項の

規定により命じようとする措置の内容並びに前項の規定による意見の聴取の

期日及び場所を、当該期日の３日前までに、前項に規定する者に通知するとと

もに、これを公告するものとする。 

６ 第３項に規定する者は、意見聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に

有利な証拠を提出することができる。 

（命令に係る手続等） 

第１３条 市長は、必要な措置を命じた場合は、標識の設置その他市長が別に定

める方法により、その旨を公示するものとする。 

２ 前項の標識は、必要な措置を命じた特定空家等に設置することができる。こ
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の場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又

は妨げてはならない。 

３ 必要な措置を命じた特定空家等については、八幡浜市行政手続条例（平成１

７年条例第１５号）第３章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用

しない。 

（行政代執行） 

第１４条 市長は、命令を受けた者が当該措置命令に従わない場合において、他

の手段によってその履行を確保することが困難であり、かつ、その不履行を放

置することが著しく公益に反すると認めるときは、行政代執行法（昭和２３年

法律第４３号）の定めるところにより、自ら命令に係る措置を講じ、又は第三

者をして当該措置を講じさせることができる。 

（緊急安全措置） 

第１５条 市長は、保安上著しく危険な状態の空家等について、公共の安全を確

保するため緊急の必要がある場合には、その危害等を予防し、又はその拡大を

防ぐため、必要な最小限度の措置をとることができる。 

２ 市長は、前項の措置をとったときは、当該措置に要した費用を所有者等から

徴収することができる。 

３ 市長は、第１項の措置をとったときは、当該措置に係る空家等の所在地及び

当該措置の内容を所有者等に通知するものとする。 

４ 前項の規定による通知は、所有者等を確知することができないときは、前項

に規定する内容を告示することをもってこれに代えることができる。 

   第４章 長屋空家等及び特定長屋空家等に係る手続 

（長屋空家等及び特定長屋空家等に係る手続についての準用） 

第１６条 前章の規定は、長屋空家等及び特定長屋空家等に係る必要な措置等の

手続について準用する。この場合において、同章の規定中「空家等」とあるの

は「長屋空家等」と、「特定空家等」とあるのは「特定長屋空家等」と、第１

０条第１項中「第２条第６号」とあるのは「第２条第８号」と読み替えるもの

とする。 

２ 前項に規定する措置を講ずるに当たっては、法第９条から第１４条までの規

定の例による。 

   第５章 補則 
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（民事による解決との関係） 

第１７条 この条例の規定は、空家等に関する紛争の当事者が、民事による事態

の解決を図ることを妨げない。 

（関係機関との連携） 

第１８条 市長は、警察その他の関係機関と連携し、必要があると認めるときは、

情報の提供その他必要な協力を求めることができる。 

（委任） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

  空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく空家等対策を明確にし、同法

での対応では不十分な長屋等や防災上緊急を要する空家等の対応を補完する

ことにより、本市の空家等対策の推進を図るため。 
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